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1パワーシフト・キャンペーン／FoE Japan 吉田明子



パワーシフト・キャンペーンとは？

1. エネルギー構造も民主化
地域分散・地域主体へ

2. 持続可能な再エネにシフト
原発・化石燃料から脱却

3. 市民の選択をパワーに
ひとりひとりの選択と、みんなの選択で
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https://power-shift.org/choice/



再エネ供給を目指す電力会社紹介中！
https://power-shift.org/choice/

自治体電力会社 地域系電力会社

生協系

泉佐野電力

再エネ事業者（地域横断）ほか



自治体の気候変動政策と地域新電力

• 第5次環境基本計画（2018年4月）
「地域循環共生圏」の提唱。
地域新電力も重要な主体として言及。

• 地域脱炭素ロードマップ（2021年6月）
2030年までに脱炭素化をめざす地域を
全国で100ヶ所募集し、助成など支援。
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脱炭素先行地域と地域新電力
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地域新電力との

連携事例（準備中
含む） 39/74



地域課題と地域新電力
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地域の新電力

自治体の発電所や
市民協同発電所

地域の事業所や
公共施設、お店、
一般家庭

参加、連携

電力供給
電気料金

地域課題の解決

農産物

福祉

子育て
支援

高齢者
見守り

モビリティ

自治体や市民主
体の再エネ発電所

電気をツールに地域課題解決へ



自治体・地域新電力の電源

• 地域の再エネ電源の活用がカギ。

清掃工場の廃棄物発電：
バイオマス（FIT）、未利用エネ（非再エネ）

地域の太陽光発電：
家庭の卒FIT太陽光（非FIT）
公共施設の太陽光（FIT）
その他太陽光（FIT、非FIT）
PPAなどで今後設置（非FIT）

水力発電：
公営水力発電（非FIT）
小水力（FIT）
など
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新潟スワンエナジーの電源構成



公営水力発電の状況
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電力ガス取引監視等委員会制度設計
専門会合（第89回）資料「自主的取組・
競争状態のモニタリング報告」より

一般競争入札は
約3割にとどまる

7割以上が大手電力との長期契約



FIT電気（再エネ由来）重視←市場価格高騰が直撃



FIT電気
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調査から見えたこと
市場価格高騰は自治体・地域新電力に深刻な影響
● 回答中9割近くが「経営に影響がある」とし、新規受付停止や営業停止も。

● 市場価格高騰の影響を受けにくい電力調達が模索されている。

● 経営状況悪化で「利益の一部を地域に還元」「地域の課題解決」が困難に。

● 地域のFIT電気の活用が困難な状況。

域内の電源を増やし、調達することが鍵
● 域内での新たな非FIT再エネ設置や調達の実施・検討が進んでいる。

● 化石燃料輸入価格高騰の今こそ、再エネや地産地消の優位性が高まる。

● 公営水力発電や廃棄物発電などをリスクヘッジに。

● 公営水力発電は、大手電力が長期契約で独占してきたが、重要な公共の電源。

自治体・地域新電力が持つ重要な役割
● 再エネの設置・利用拡大を気候変動政策と連動して進める動き。

● 電気代上昇が、気候変動政策や再エネ電力調達を前に進める契機に。

● 防災や子ども・子育て世帯支援、高齢者や子どもの見守り、コミュニティバスや高齢

者の移動外出支援など、地域の課題解決や地域経済の活性化へ。
陸前高田しみんエネルギーが運営するスローモビリティ「モビタ」

陸前高田しみんエネルギーが12月から余剰電気を購入するブドウ棚

に設置されたソーラーシェアリング



地域による地域のための
電力供給システムへ


